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２ 令和２年度の介護保険施設等に対する指導・監査について 

 

（１） 実地指導 

① 全般的な指導事項 

厚生労働省の介護保険施設等実地指導マニュアルに基づき、ⅰ高齢者虐待防止・

身体拘束禁止に関する運営指導、ⅱ不適正な請求の防止に関する報酬請求指導、ⅲ

人員配置を中心に各事業所の運営状況について指導を行う。 

特に、平成３０年度報酬改定により各種の加算・減算が創設されており、算定の

根拠となる基礎資料を中心に点検し、その適否についての指導を行うので、各事業

者においては関係資料の整理保管に万全を期すこと。 

また、今年度は、新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基

準等について臨時的な取扱いが可能とされているが、厚生労働省から発出された事

務連絡に基づき事業所が運用している臨時的な取扱いの内容について確認及び適否 

についての指導を行うので、各事業所においては県ホームページに掲載された厚生 

労働省の事務連絡内容を把握・整理しておくこと。 

   【県ホームページ】 

https://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/publicfolder200611141

893003956/kansensyo.html 

② 有料老人ホーム等の入居者に対するサービス提供状況の確認 

有料老人ホーム等に併設されている居宅サービス事業所について、提供するサー

ビスの質の向上を図るという観点から、高齢者虐待防止に向けた従業者教育等の確

認及び有料老人ホーム等の入居者である利用者のケアプラン点検並びに個別サービ

ス計画の作成・記録に関する指導を行う。 

また、民法の改正により、一定の範囲に属する不特定の債務を主たる債務とする保

証契約であって保証人が法人でないもの（個人根保証契約）は、極度額を定めなけれ

ばその効力を生じないものとされ、本改正に伴い令和２年４月１日以降に締結される

個人根保証契約に適用されることとなった。 

これにより令和２年４月１日以降に締結する入居契約書等は改訂を要することと

なることから、老人福祉法第 29 条第２項の規定による変更の届出について指導を行

う。 

③ 介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算 

介護職員の処遇改善の重要性に鑑み、加算の要件となっているキャリアパス要件の

運用状況や、賃金改善の実施状況について、関係資料等により確認するとともに、必

要に応じて介護職員からの聴取を行う。職員ごとの賃金改善所要額支給明細は、実績

報告時に添付不要となったが、実地指導の際に準備しておくこと。 

④ 指定通所介護事業所等における宿泊サービスの提供状況の確認 

  宿泊サービスの最低限の質を担保するという観点から、厚生労働省において人員、

設備及び運営に関する指針を定めたことを受け、当該サービスを提供している事業

所（事業所の設備を利用せずに行う場合も含む。）の状況を確認し、利用者保護の視

点からの指導、助言を行う。 

⑤ 介護保険施設等における防災対策の強化 

通所系サービス及び施設系サービスについては、火災だけでなく風水害・土砂災

害、地震等地域の実情にも鑑みた非常災害対策計画の策定、避難訓練の実施、消防

用設備・避難設備等の点検の実施について、下記の事務連絡等を参考に助言を行う。

また、高齢者虐待は勿論のこと、「ＬＧＢＴ」といった性的志向・性自認を持つ方の

人権に配慮したサービス提供に努めるよう指導を行う。  

   １「避難行動要支援者向けのリーフレットの活用について（周知）」（平成 29 年８月
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16 日付け厚生労働省医政局地域医療計画課ほか６課連名事務連絡） 

    【県ホームページ】 

https://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/publicfolder2006111

41893003956/publicfolder200611177884580192/hinankodoyoshien/290816koros

yhojimuren.pdf 

２「社会福祉施設等における非常災害対策及び入所者等の安全の確保の徹底につい

て」（平成 30 年８月８日付け長政第 468 号県健康福祉部長寿社会政策課長通知） 

  【県ホームページ】 

https://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/publicfolder2006111

41893003956/publicfolder200611177884580192/publicfolder2010070130520142

84/H30/300808kachotsuchi.pdf 

   ３「社会福祉施設等における災害時に備えたライフライン等の点検について」（平成

30年10月19日付け厚生労働省子ども家庭局子育て支援課ほか３課連名事務連絡） 

    【県ホームページ】 

https://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/publicfolder20061114 

1893003956/publicfolder200611177884580192/lifeline/301019jimuren.pdf 

４「要配慮者利用施設における避難の取り組み促進に向けた事例集について（周知）」

（令和２年４月 22 日付け国土交通省水管理・国土保全局河川環境課水防企画室長   

事務連絡） 

【県ホームページ】 

https://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/publicfolder20061114

1893003956/publicfolder200611177884580192/2020-06-01kokudokotsuu.pdf 

     ５「高齢者や障害者等の避難の実効性の確保に向けた取組の実施について」（令和２

年５月 28 日付け内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）他連名

通知） 

    【県ホームページ】 

http://www.pref.yamagata.jp/ou/kenkofukushi/090002/publicfolder20061114

1893003956/publicfolder200611177884580192/2020-06-03naikakuhu0528.pdf 

 ⑥ 感染症対策の徹底 

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版（2019 年３月）」（平成 31 年

４月 15 日付け厚生労働省老健局高齢者支援課事務連絡）に沿って指導を行う。また、

事業所内で集団感染が発生した場合は平成 19 年度集団指導資料の報告基準により

所管の保健所、市町村に速やかに報告するよう指導を行う。 

  ⑦ サービス提供中の事故の防止 

    サービス提供中に発生した事故について、県の通知（令和元年６月１４日付け長

政第２６７号「介護サービス事業所等における事故報告について（通知）」）に基づ

く事故報告の状況を確認し、再発防止のための取組み状況について指導を行う。 

    

以下はこれまでの実地指導における主な指摘・指導事項であるが、同じ内容の指摘

を受けることがないようにすること。 

  【これまでの実地指導等における主な指摘・指導】 

○ 共通事項 

① 相談室に遮へい物がなく相談内容の守秘について懸念されるもの。 

② 専用区画移動に係る変更届が未提出のもの。 

③ 事業所別に従事職種毎の勤務表が作成されていないもの。勤務実態を確認でき

ないもの。 

④ 他の事業所(併設の有料老人ホーム等を含む)に兼務している職員について、事
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業所ごとに勤務時間を明確にした勤務表を作成していないもの。 

⑤ 人員基準及び報酬算定基礎となる資格等を確認できる書類が整備されていない

もの。 

⑥ 運営規程関係 

・ 変更届が未提出のもの。 

・ 運営規程に定めるべき事項が不足しているもの。 

・ 運営規程と異なる重要事項説明書により利用者に説明をしているもの。 

・ 運営規程に徴収の要件と金額を規定しないで、食費等のキャンセル料を徴収し

ているもの。 

・ 運営規程等に「介護予防訪問介護」の記載があるなど、制度改正の内容が反映

されていないもの。 

⑦ 重要事項説明書関係 

・ 内容に誤りがあるもの。 

・ 必要記載事項が記載されていないもの。 

・ 報酬改定時に同意を得ていないもの。 

・ 掲示がなされていないもの、又は変更があったにも関わらず最新のものが掲示

されていないもの。 

⑧ 個別サービス計画関係 

・ 作成が遅延しているもの、又は作成せずにサービスを提供しているもの。 

・ 同意がないもの。署名又は記名と押印、同意日等がないもの。 

・ 居宅サービス計画と個別サービス計画とのサービス提供日や提供時間が相違

しているもの。課題と介護計画が画一的なもの。 

・ 計画の実施状況や評価について、利用者又は家族へ説明を行っていないもの。 

⑨ サービス提供記録の不備(提供時間の未記載)のもの。 

⑩ サービス提供記録について数日分をまとめ処理(一括記録)しているもの、提供

者以外の者による代筆などを行っているもの。 

⑪ サービス担当者会議記録が整備されていないもの。 

⑫ 利用者の同意を得ずに利用者の個人情報（居宅サービスにおいては利用者の家

族の個人情報も含む）をサービス担当者会議等で使用しているもの。 

⑬ 身体拘束関係 

・ 必要性について、検討されないまま拘束が行われているもの。 

・ 家族への説明、同意に関する記録がないもの。 

・ 身体拘束廃止に向けた検討が行われていないもの。結論のみが記載されている

もの。 

・ やむを得ず身体拘束を行う場合、記録にその態様や利用者の心身の状況の記載

のないもの。記載が不足し、状況が不明のもの。 

・ 切迫性、一時性、非代替性のすべての要件を満たすことが確認できないもの。 

・ 職員研修の機会が確保されていないもの。高齢者虐待防止、身体拘束廃止に向

けた研修が行われていないもの。 

⑭ 死亡事故等が発生した場合に、速やかに県に報告していないもの。報告が漏れ

ているもの。 

⑮ 苦情に関する記録及び事故に関する記録を作成していないもの。苦情を処理す

るために講ずる措置の概要が事業所内に掲示されていないもの。 

⑯ 預かり金について、施設内の管理規程が作成されていないもの。通帳と印鑑の

管理者を分けていないもの。 

⑰ サービス提供体制強化加算を算定する際、加算算定の基準を満たしているか確

認されていないもの。算定要件である前年度の職員割合を確認できる書類等が
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整備されていないもの。 

⑱ 介護職員処遇改善加算にかかる処遇改善計画、キャリアパス要件、定量的要件

について、職員へ周知したことが確認できないもの。職員に対して研修の機会

が確保されていないもの。 

⑲ 利用料等の領収書において、医療費控除額となる金額の記載に誤りがあるもの。 

○ 訪問介護 

① 当該事業所の訪問介護員以外の者によりサービスを提供し、介護報酬を請求し

ているもの。 

② サービス提供の記録がないもの、具体的な提供内容が不明確なもの、提供者の

氏名に提供していない者の氏名を記載しているもの、氏名の記載のないもの。 

③ 同居家族がいる場合の生活援助について、その必要性・検討経過について訪問

介護計画書において不明確なもの。 

④ 保険外サービスとの区別がされていないもの。 

⑤ ２人の訪問介護員により訪問介護を行う場合の、利用者又はその家族等の同意

を得ていることが確認できないもの。 

⑥ 日常生活の援助に当たらないサービスを提供し、介護報酬を請求しているもの。 

⑦ 通院等乗降介助の算定に当たり、居宅介護支援における適切なアセスメントを

通じて提供する必要があるが、算定要件が居宅サービス計画等において不明確

なもの。 

⑧ サービス提供責任者が初回訪問又はその属する月に同行していないにもかかわ

らず、初回加算を算定しているもの。 

⑨ 緊急時訪問介護加算の対象である旨の記録がないもの。 

⑩ 同一建物減算をしていないもの。 

⑪ 生活援助の買い物について、預り金、購入品目、釣り銭等の記録が不十分なも

の。 

⑫ 訪問介護員の資格が確認できないもの。 

⑬ 特定事業所加算の算定において、サービス提供責任者が利用者の状況等を訪問

介護員に対し伝達したことが確認できないもの 

○ 訪問入浴介護 

① 主治医の意見を確認せずに介護職員３人がサービス提供を行っているもの。 

○ 訪問看護 

① 訪問看護サービスを行った者が不明確なもの。 

② ２人以上による訪問看護を行う場合の加算において、算定理由が訪問看護計画

書において不明確なもの。 

③ 緊急時訪問看護加算の算定において、居宅サービス計画の変更がなされていな

いもの。利用者が希望し同意したことが確認できないもの。 

④ 医療保険の給付対象者に対し介護保険を適用しているもの。 

⑤ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が訪問看護を提供している利用者につ

いて、定期的な看護職員による訪問を行っていることが確認できないもの。 

○ 通所介護 

① 介護職員の休暇により看護職員又は介護職員が配置されていないサービス提供

時間があるもの。 

② 営業日に看護師が配置されていないもの。 

③ 看護職員を配置していない日が１割を超えていたにもかかわらず、翌月の介護

報酬を減算していないもの。 

④ 生活相談員が提供時間に応じて１以上配置されていないもの。 

⑤ 機能訓練指導員等の職員の勤務状況が明確になっていないもの。 
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⑥ １日あたりの利用定員を超過しているもの。 

⑦ 送迎に要する時間（H27.4 月以降は送迎時に実施した居宅内介助を除く）をサー

ビス提供時間に含んでいるもの。 

⑧ 通所介護計画関係 

・送迎の有無、片道か往復かを位置付けられていないもの。  

・ サービス提供時間帯、サービス提供内容が明確になっていないもの。 

・ 入浴サービスや屋外(事業所外)におけるサービス提供について、あらかじめ位

置付けられていないもの 

・ 通所介護計画に従ったサービスの状況や目標の達成状況の記録がされていない

もの。また、その実施状況や評価を利用者又は家族に説明していないもの。 

⑨ 利用者の心身の状況から長時間のサービス利用が困難である者など利用者側の

やむを得ない事情がないにもかかわらず、２時間から３時間未満の利用をケア

プランで位置付けているもの。 

⑩ 非常災害に関する具体的計画の作成及び避難訓練を実施していないもの。 

⑪ 利用料を自己負担限度額以内とするため、居宅サービス計画上サービス提供時

間を短くしている利用日があるが、実際はサービスを提供しているもの。 

⑫ 事業所規模区分を確認するための「通所サービス算定区分確認表」が保管され

ていないもの。 

⑬ 延長サービス加算において、延長サービスの必要性、検討経緯が不明確なもの。 

⑭ 個別機能訓練に関する記録がないもの、訓練の記載内容が不十分なもの。個別

機能訓練計画で定めている訓練内容と違う訓練を実施し、加算を請求している

もの。 

⑮ 個別機能訓練加算において、多数職種による個別機能訓練計画の共同作成が確

認できないものや訓練実施時間の記録がないもの。 

⑯ 口腔機能向上加算において、口腔機能改善管理指導計画は関係職種の者が共同

して作成したことが確認できないもの。 

⑰ 同一建物減算をしていないもの。 

⑱ 個別機能訓練加算において、３か月ごとに１回以上の居宅訪問をしていないも

の。 

⑲ 厨房に履物を交換せず出入りする、職員出入り口が厨房のすぐそばにある等、

清潔にすべき区域が保たれていないもの。 

○ 通所リハビリテーション 

① 医師について、勤務表への位置付けがない、出勤簿が整備されていないなど、

配置していることが確認できないもの。 

② 送迎に要する時間（H27.4 月以降は送迎時に実施した居宅内介助を除く）をサー

ビス提供時間に含めているもの。 

③ 集団リハビリテーションの実施(提供)記録が不明確なもの。 

④ 通所リハビリテーションの提供において、居宅サービス計画、サービス提供票

実績記録、サービス提供記録における提供時間が乖離しているもの。 

⑤ 短期集中（個別）リハビリテーション実施加算において、１回あたり（H27.4 月

以降は１日あたり）４０分以上の個別リハビリテーションを実施していないに

もかかわらず算定しているもの。 

⑥ 運動器機能向上加算において、計画の作成の際に、利用者ごとのニーズを実現

するための長期目標（概ね３か月）及び短期目標(概ね１か月)を設定していな

いもの。また、短期目標のモニタリングや長期目標の達成度や運動器機能の状

況においての事後アセスメントを行っていないもの。 

⑦ 運動器機能向上加算において、定期的なモニタリングを行っていないもの。 
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○ 福祉用具貸与 

① 身分を証する書類が作成されていないもの。 

② 軽度者（要介護１又は要支援１・２）への車いす等の貸与において、その必要

性が確認できないもの。 

③ 保管・消毒業務を外部に委託している場合、委託した消毒業務の実施状況につ

いて、確認結果の記録がもれているもの。 

④ 福祉用具貸与計画が作成されていないもの及び福祉用具の貸与に変更があった

にもかかわらず福祉用具貸与計画が変更されていないもの。 

○ 特定福祉用具販売 

① 運営規程が定められていないもの。運営規程の概要を掲載していないもの。 

② 重要事項説明書を作成していないもの。 

③ 目録と異なる価格で販売しているもの。 

④ 特定福祉用具販売の提供を求められた場合で、被保険者資格、要介護認定の有

無及び要介護認定期間を確認していないもの。 

○ 介護老人福祉施設 

① 併設短期入所生活介護事業所との居室区分が不明確となっているもの。 

② 施設(食堂)の面積変更に係る届出が未提出のもの。 

③ 静養室の利用が出来ない(必要な静養が不可)状態にあるもの。 

④ 医師について、勤務表への位置付けや出勤簿が整備されておらず、配置してい

ることが確認できないもの。 

⑤ 他事業所と兼務又は他職種と兼務している従業者の勤務状況がわかる勤務表が

作成されていないもの。 

⑥ 介護支援専門員の有効期間を事業所で確認していないもの。 

⑦ 産休等で栄養士が休職した場合に代替の栄養士を配置していないもの。 

⑧ 施設サービス計画書に入所者・家族の意向が記載されていないもの。 

⑨ 施設サービス計画において、利用者の同意がなされていないもの。 

⑩ 要介護度変更に伴う施設サービス計画の見直しが行われていないもの。 

⑪ 事故発生防止の指針が整備されていないもの、事故発生時の報告がなされてい

ないもの。 

⑫ 感染症対策委員会を概ね３月に１回以上定期的に行っていないもの。 

⑬ 預かり金について、通帳残高と出納簿に差異があるもの。また、管理規程と異

なる取扱いを行っているもの。 

⑭ 看護体制加算について、常勤専任の看護師が配置されていないもの。算定区分

を誤っているもの。体制確認のための書類を整備していないもの。 

⑮ 個別機能訓練加算について、専ら当該業務に従事する常勤機能訓練指導員が配

置されていないもの。 

⑯ 個別機能訓練加算において、複数の職種による個別機能訓練計画の共同作成が

確認できないもの。 

⑰ 栄養ケア計画の見直しが適切に行われていないもの。 

⑱ 栄養マネジメント加算で複数の職種による共同作成の状況が確認できないもの。

高リスク入所者の栄養ケアモニタリングが不足しているもの。 

⑲ 退所前連携加算で関係職種における連携しての支援状況が確認できないもの。 

⑳ 短期入所から引き続き入所した場合に初期加算を誤って算定しているもの。 

  日常生活継続支援加算で、直近３月分の職員割合及び入所者割合（H27.4 月以 

降は直近６月間又は 12 月間）を毎月確認、記録していないもの。 

  口腔衛生管理体制加算で、「歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、

介護職員に対して口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行った記
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録」に不備があるもの。 

  看取り介護加算で、入所者等の理解を助けるための入所者の記録を活用した説 

明資料の作成をしていないもの。 

  経口維持加算について、６月を超えて算定する場合において、おおむね１月ご

とに医師の指示を受けたことが確認できないもの。 

  療養食加算について心臓疾患等に対して減温食療法を行うにあたって一日の塩

分総量が 6.0ｇ以上となったもの。 

○ 介護老人保健施設 

① 管理者が、同一敷地でない他の事業所の職務に従事していたもの。 

② 看護職員の員数が標準（看護・介護職員総数の７分の２相当）を大幅に下回っ

ているもの。 

③ 感染症対策の指針について、委託業者に周知していないもの。 

④ 事故発生防止の指針が整備されていないもの。 

⑤ 夜勤職員配置加算において、別に認知症ケア加算を算定している場合にあって、

専門棟とそれ以外についてそれぞれで人員基準を満たしていないもの。 

⑥ 栄養マネジメント加算で適切なモニタリングを行っていないもの。 

⑦ 退所時情報提供加算の算定において、必要な書類が診療録に添付されていない

もの。 

⑧ 療養食加算について心臓疾患等に対して減温食療法を行うにあたって一日の塩

分総量が 6.0ｇ以上となったもの。 

○ 短期入所生活介護 

① 医師について、勤務表への位置付けがない、出勤簿が整備されていないなど、

配置していることが確認できないもの。 

② 生活相談員、介護職員及び看護職員にそれぞれ常勤職員がいないもの。 

③ 生活相談員に資格のない者を配置していた期間があったもの。 

④ 機能訓練指導員の勤務状況が不明瞭となっているもの。 

⑤ ３泊４日以上の短期入所生活介護を継続利用する利用者に係る短期入所生活介

護計画が作成されていないもの。 

⑥ 短期入所生活介護サービスの継続利用に係るサービス担当者会議が適切に行わ

れていないもの。 

⑦ 空床型短期入所生活介護の利用において、利用者の氏名等の管理が不明瞭なも

の。 

⑧ 短期入所の利用限度日数の給付管理が適切に行われていないもの。 

⑨ 長期利用者に対する減算を回避するために、３０日おきに２泊だけ自宅に帰す

等の対応をしているもの。 

⑩ 食費の回数を誤って積算し徴収しているもの。 

⑪ 夜勤職員配置加算等を算定する際、加算算定の基準を満たしているか確認され

ていないもの。 

⑫ 常勤の看護師を配置しないで看護体制加算の算定をしているもの。 

⑬ 機能訓練指導員加算について、機能訓練指導員の配置数が算定要件を満たして

いないもの。 

○ 特定施設入居者生活介護 

① 受託サービスに係る業務の実施状況について定期的な確認と結果の記録を行っ

ていないもの。 

② 医療機関に提供する情報の内容について予め定めずに医療機関連携加算を算定

しているもの。 

③ 協力医療機関に対し情報提供をしないで、医療機関連携加算を算定しているも
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の。 

④ 夜間看護体制加算について、常勤の看護師ではなく准看護師のみを配置して算

定しているもの。 

⑤ サービス計画に係るモニタリングの記録が前回モニタリングをコピーしたもの

になっているなど、実態と異なっていたもの。 

⑥ 薬を保管する健康管理室において、職員不在時の施錠が徹底されていないもの。 

⑦ 個別機能訓練計画の同意日が計画作成日から相当の日数が経過しているもの。 

⑧ 個別機能訓練加算の算定において、機能訓練の実施に関する記録がない日があ

ったもの。 

⑨ 生活機能向上連携加算の算定において、医療提供施設の理学療法士等が施設を

訪問し、機能訓練指導員等と共同してアセスメントや計画の作成・評価等を行

っていることが確認できなかったもの。 

⑩ 看取り加算の算定において、看取りに関する指針を利用者又はその家族等に説

明し同意を得たことが確認できなかったもの。 

 

（２） 業務管理体制に係る検査 

介護保険制度の健全な運営と国民からの信頼を確保するため、介護サービス事業

者は、利用者に対する適切なサービス提供のみならず、法令等の自主的な遵守が求

められている。このため、介護保険法に業務管理体制の整備・届出が規定されてお

り、届出をしていない介護サービス事業者は、法令に違反していることとなる。 

整備の内容、届出項目は次のとおり。届出項目は事業者が整備する内容の一部で

あることに留意すること。 

○整備の内容 

・業務管理体制に関する基本方針の策定 

・内部規程、組織体制、評価改善活動の状況の記録の整備 

・「法令遵守責任者｣を選任し、その業務内容の明確化 

・事業所数が２０以上の事業者は、法令遵守責任者の選任のほか、業務が法令に 

適合することを確保するための「法令遵守規程」の整備 

・事業所数が１００以上の事業者は、法令遵守責任者の選任、法令遵守規程の整

備のほか、「業務執行状況の監査」の実施 

○届出項目 

・法令遵守責任者の氏名・生年月日 

・事業所数が２０以上の事業者は、法令遵守責任者のほか、業務が法令に適合す

ることを確保するための規程の概要 

 ・事業所数が１００以上の事業者は、法令遵守責任者、法令遵守規程のほか、監

査の方法の概要 

 

県は介護保険の実地指導の際にこれらの関係書類の提出を求め業務執行状況につ

いて点検を行うこととなる。 

検査における業務管理体制の具体的な点検項目については、次のとおり。 

・ 事業所の数が２０未満の事業者の場合 

  １ 業務管理体制の基本方針の策定等の状況 

① 業務管理体制の基本方針(社内（法人内）方針) 

② 基本方針策定に当たっての事業者としての認識 

③ 策定の手順 

④ 事業所への周知方法 

  ２ 法令遵守責任者の役割（責務）及びその業務内容等 
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① 法令遵守責任者の業務に対する認識 

② 法令遵守責任者の自己研鑽の状況 

③ 社内（法人内）、事業所に対する法令遵守に係る検証状況 

④ 法令遵守に係る会議、研修会等の開催状況 

⑤ 県等のホームページの確認状況（適正な事業運営に必要な情報の収

集態勢） 

⑥ 県又は市町村の集団指導の出席状況 

 

  ３ その他法令遵守に関する取組状況 

・ 事業所の数が２０以上９９未満の事業者の場合 

上記１から２のほか、法令遵守規程の整備の状況 

① 法令遵守規程策定の手順（役員会への付議、報告等） 

② 事業所への周知方法 

③ 規程に基づく取組（実践）状況 

④ 事業所における内部牽制、相互チェック体制等の状況 

⑤ 評価、改善状況の検証（チェックリストの作成、活用の状況等） 
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                                令和２年６月作成 

                               山形県  

 

 

◆以下の事項に変更があった場合は、変更があったときから１０日以内に各総合支庁福祉担当

課に変更届を提出すること。 

ただし、定員の変更や建物の構造等の変更などは、現地確認を要するので、事前（変更予定

日の１か月前まで）に連絡すること。 
２枚中１枚目 

変 更 事 項 添 付 書 類 留 意 事 項 

１  事業所・施設（サテライト
を含む）の名称                

・改正後の運営規程 
 

○事業所番号の変更については、※２を参
照 
○サテライトを設置する場合は、付表も併
せて提出すること 

２  事業所・施設（サテライト
を含む）の所在地 

・改正後の運営規程 
・位置図、平面図 

３  申請者の主たる事務所の所
在地 

・左記変更事項が分かる書類 ※変更届に、所在地の場合は郵便番号、氏
名の場合はフリガナを記載すること 
○変更事項が登記事項の場合、変更事項５
についても併せて届け出ること。 

４  代表者（開設者）の氏名、
生年月日及び住所 

・左記変更事項が分かる書類 
・誓約書（参考様式８－１～７） 

５  登記事項証明書又は条例
等（当該事業に関するもの
に限る） 

・左記改正後のもの ○登記事項証明書の発行に時間がかかる
場合は、先に変更届を提出し、後日登記事
項証明書を提出すること。 

６  事業所・施設の建物の構
造、専用区画等 

  

・変更前及び変更後の平面図(修正
箇所を色塗り)、求積表等 

・変更後の事業所の写真（設備基準
として規定されている事項を確
認できるもの） 

※面積基準に係るもの（用途変更含む）に
ついては、現地確認（事前許可）を要する
ので、事前に連絡すること 
※介護老人保健施設、介護医療院は、変更
許可手続（変更許可手数料発生）が必要 
○平面図については、各室の用途が記載さ
れていること。 

７  備品（訪問入浴介護事業
（介護予防含む）に限る） 

・備品の概要を記載した書類 
・車両等の写真 

 

８  事業所・施設の管理者の氏
名、生年月日及び住所 

（介護老人保健施設の新
規就任・交替を除く) 

・変更する月の勤務割表（別紙７） 
・誓約書（参考様式８－１～７） 
・資格証等の写し 
 

※管理者は常勤であること 
○資格証等については、資格が必要なもの
に限る。 
○姓の変更又は住所変更の場合は、添付書
類不要。 

 介護老人保健施設、介護医
療院の管理者 

 

・就任承諾書 
・履歴書 
・医師免許証の写し 

介護老人保健施設、介護医療院の管理者の
変更の場合は、必ず事前に承認を受けるこ
と（承認を受けた後、変更届の提出が必要） 

９  サービス提供責任者の氏
名及び住所 

・経歴書（参考様式３） 
・資格証等の写し 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 

※資格証等については、参考様式３の｢記
入上の注意事項」を参照 
○姓の変更又は住所変更の場合は、添付書
類不要。 

10  運営規程 
 
 ※職員の員数の変更につ
いては、年１回県から照会
する「職員配置状況調査」
への報告で足りることと
するので、職員の員数の変
更のみを内容とした運営
規程の変更に係る届出は、
提出不要 

・改正後の運営規程（修正箇所下線
表示） 

（定員の変更の場合） 
・改正後の運営規程(修正箇所下線

表示) 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 
・平面図（必要に応じて：専用区画

表示のもの） 
（営業日及び営業時間の変更） 
・付表 
・改正後の運営規程（修正箇所下線

表示） 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 

※運営規程の附則に改正年月日を追記す
ること 
※サテライト又は一部の単位（通所系サー
ビス）の廃止・休止・再開も変更届を提出
のこと 
 
○定員増、営業日等の変更により従業員を
新規に雇用した場合は、次の書類も添付す
ること。 
・資格証の写し（資格が必要な職種のみ） 
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２枚中２枚目 

 

変 更 事 項 添 付 書 類 留 意 事 項 

11  協力医療機関（病院）・協
力歯科医療機関(契約内容
の変更を含む) 

・変更後の契約書の写し  

12  事業所の種別 ・事業所の種別が分かる書類  
（病院、診療所の場合は、保健所等

の認可書写し等） 

※介護給付費の算定に係る体制等に関す
る届出も必要 

13  提供する居宅療養管理指
導の種類 

 添付書類不要  

14  事業実施形態（本体施設が
特別養護老人ホームの場
合の単独型・空床利用型・
併設型の別） 

・平面図等、変更の分かる書類 ※介護給付費算定に係る体制等届出関係
（別紙１、２）の提出も必要 

15  入院患者又は入所者の定
員 

・改正後の運営規程 
・認可書等の写し 
・平面図（必要に応じて：専用区画

表示のもの） 

○人員配置変更を伴うものについては、左
記に加えて 
・変更する月の勤務表 
・資格証の写し（資格が必要な職種のみ） 

 利用者の定員（特定施設入
居者生活介護に限る） 

・建物の構造概要及び平面図（各室
の用途を明示するもの）、設備の
概要 

・従業者の勤務の体制、勤務形態 
・（外部サービス利用型の場合）受

託居宅サービス事業所の名称、所
在地、当該事業者の名称、所在地 

・協力医療機関との契約の内容 

○人員配置変更を伴うものについては、左
記に加えて 
・変更する月の勤務表 
・資格証の写し（資格が必要な職種のみ） 
※協力歯科医療機関がある場合は、当該機
関との契約内容も含む 

16  介護老人福祉施設、介護老
人保健施設、介護医療院、
病院等との連携・支援体制 

・左記の内容が分かるもの  

17  福祉用具の保管・消毒方法
（委託している場合にあ
っては、委託先の状況） 

・左記の内容が分かるもの(委託の
場合は、契約書の写し) 

・再委託がある場合、その関係書類 

※消毒ハンドブック等を参照のうえ、用具
の種目ごとに適切な方法で消毒されてい
ること 

18  併設施設の状況等 ・左記の内容が分かるもの  

19  介護支援専門員の氏名、登
録番号等（就労の開始及び
就労の終了を含む） 

・介護支援専門員一覧（参考様式 10） 
・介護支援専門員証の写し 
・変更する月の勤務割表（別紙７） 

※就労形態が変わる場合（例：常勤専従→
非常勤専従）も届け出ること 
○終了の者の添付書類は不要。 

 

※１ 登記事項証明書は、原本を提出のこと。なお、同一法人で複数事業所に係る変更届に登記事項証

明書を添付する場合は、一つの事業所に原本を添付し、残りは写しの添付で可とする。（ただし、

届出を行う総合支庁が異なる場合は、それぞれに原本を１通添付すること。） 

※２ 同一所在地で、同一事業所名で複数のサービスを行う場合には同一の介護保険事業所番号となる。

なお、事業所名が一字でも異なれば別の番号になる。また、市町村をまたいで事業所を移転する場

合は、原則として事業所番号を変更する。 
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